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1――はじめに 

 

日本銀行「資金循環」によれば、５年前（2017 年度末）の 1,848 兆円をピークに 2019 年度にかけ

て減少傾向にあった家計金融資産は、コロナ禍で経済が停滞する中増加に転じ、2021年度末には 2,000

兆円を超えている。負債を差し引いた差額でみても、2019 年度末の 1,462 兆円から 2021 年度末には

1,632兆円と初めて 1,600兆円を超えている。金融資産の構成比としてみると、依然として「現預金」

が過半を占めて横ばいで推移しているものの、その内訳では「定期性預金」が一貫して低下し、「流動

性預金」への資金の滞留が起こっている様がみてとれる（図表 1）。また、「保険・年金」は 2019年の

28.9％から 2021 年には 26.8％と２ポイント低下し、「株式等」が 8.1％から 10.3％へと２ポイント、

「投資信託受益証券」が 3.5％から 4.5％へと１ポイント、それぞれ増加している。 

図表 1 家計金融資産の種類別構成比 
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出所：日本銀行「資金循環」より作成
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このように、家計全体としてみると金融資産はコロナ禍で 2020年度以降の２年間に大きく増加して

いる。一方で、厚生労働省「被保護者調査」によれば生活保護の被保護世帯は増加の一途を辿ってお

り、直近の 2022年９月時点で 164万世帯、202万人に及んでいるほか、厚生労働省「国民生活基礎調

査」における 2018年時点の相対的貧困率1は 15.4％であったのに対し、2021年の同調査における可処

分所得の金額階級別分布では、2018年調査時点の貧困線である 127万円を含む 150万円未満の世帯は

16.3％であり、2021年調査における貧困線が可処分所得の中央値（300～350万円未満）の半分である

「150～200万円未満」の範囲に上昇しているとすれば相対的貧困率は２割を超えている可能性も考え

られる。 

家計の金融資産はどのように分布し、どのような金融商品で保有されているのだろうか。本稿では、

2,000 兆円を超える家計金融資産の偏在の状況および家計ポートフォリオの状況について各種統計お

よび（株）日経リサーチ社が 2021年 10～11月に実施した「生活者金融定点調査 金融 RADAR® 2021（以

下、金融 RADAR）」（調査対象は首都圏 40km圏在住の 20～74歳男女個人。有効回収数 2,843サンプル）

の個票データを用いて分析した結果を示す。 

 

2――家計金融資産偏在の状況 

 

はじめに、厚生労働省「令和元年国民生活基礎調査」より、貯蓄の状況についてみると、「貯蓄がな

い」世帯の割合は全体では 13.4％であり、世帯主年齢階級別では 30歳未満で 17.5％と僅かながら高

くなっている。平均貯蓄額は 30歳未満の 179.8万円から年齢とともに増加し 60歳代の 1,461.7万円

をピークに 70歳代以上では徐々に取り崩していくためか減少していることがわかる（図表 2）。 

図表 2 貯蓄の状況 
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出所：厚生労働省「国民生活基礎調査」より作成
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1 相対的貧困率とは、等価可処分所得（世帯人員の歳を調整するため世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で除した値）に

ついて、中央値の半分以下となる世帯の割合を指す。後述する貧困線は、相対的貧困率の基準となる等価可処分所得の中央

値の半分に該当する所得である。 



3｜               ｜ニッセイ基礎研レター 2022-12-28｜Copyright ©2022 NLI Research Institute All rights reserved 

これらの結果をもとに世帯主年齢階級別の資産シェアを算出してみると、60歳代が 30.7％で最も多

く、70歳代（25.6％）、50歳代（16.0％）、80歳以上（14.0％）の順で続く。30歳未満（0.5％）、30

歳代（4.2％）のシェアはそれぞれ５％に満たず、60 歳以上の高齢層が７割を占める結果となってお

り、世代を問わず貯蓄がない世帯が１割程度存在しているものの、依然として家計金融資産の大半が

高齢層に集中する状況が続いている様がみてとれる。 

では、貯蓄を保有している層では、どのような金融商品に、どれくらいの資金を投入・保有してい

るのだろうか。 

 

3――家計金融資産のポートフォリオ 

 

1｜金融商品の保有状況 

金融 RADARより、金融商品の保有状況についてみると、全体では「普通預貯金」が 96.9％で最も多

く、「生命保険」（89.1％）、「損害保険」（81.3％）、「定期預貯金」（50.3％）の順となっている（図表 3）。

年代別にみると、「定期預貯金」「株式」は高齢層ほど高く、「定期預貯金」は 50代以上で５割を、「株

式」は 60代以上で４割を超えている。 

図表 3 金融商品の保有状況 
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出所：日経リサーチ「金融RADAR」より作成  

 

2｜商品種類別のポートフォリオ 

金融資産全体に占める商品種類別のシェアをみると、全体では「普通預貯金」が 55.4％で最も多く、

「定期預貯金」（21.9％）、「株式」（10.5％）の順で続いている（図表 4）。性別では女性で「定期預貯

金」が 25.2％と男性に比べ高く、男性で「株式」が 13.1％と女性に比べ高くなっている。また、年代
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別では高齢層ほど「定期預貯金」「株式」のシェアが高くなっており、50 代以上で「定期預貯金」は

２割を、「株式」は１割を、それぞれ超えている。 

図表 4 家計金融資産全体に占める商品種類別シェア 
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出所：日経リサーチ「金融RADAR」より作成  
 

このように、各世代ともに貯蓄がない世帯が１割程度存在しているものの、マクロでは 2,000兆円

を超える規模にまで増加している家計金融資産は、依然として高齢層が大半を保有する状況が続いて

いる。金融資産の振り向け先となる金融商品では、高齢層ほど潤沢な資金を保有するようになるため

か、保有率、シェアともに定期預貯金と株式の割合が高まる様がみてとれた。 

将来に向けた資産形成という観点からは若年層を中心に、株式や投資信託などのリスク性金融商品

への投資を促進していくことは肝要ではあろう。しかし、決済口座である普通預貯金を除くシェアと

してみた場合、すでに株式と投資信託をあわせたシェアは若年層でも３割前後に達していることを踏

まえれば、既に投資に振り向けられる余裕資金を捻出できない状況に陥っているようにも思われる。

今後予定されている NISAの制度改正や、今後の賃金の動向が生活者の投資の促進につながっていくか、

今後も引き続き注視していく必要があろう。 


